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教育研究

作業療法養成校における教育方法の現状  
スコーピングレビュー

廣瀬里穂　清田直樹 
（Riho HIROSE, Naoki SEIDA）

【要約】

《目的》日本の作業療法教育方法におけるスコーピングレビューを実施し、作業療法養成校の教育研究の現状と今後

の研究課題を検討した。

《方法》スコーピングレビューのガイドラインの PRISMA Extension for Scoping Reviews に基づき実施し、2012年

から2021年までに発表された文献を対象とした。

《結果》本研究により選定された文献数は15件であった。研究対象者は、 4 年制課程 7 件、 3 年制課程 8 件であった。

研究デザインは、調査研究12件、観察研究 1 件、質的研究 2 件であった。教授法は、Bloom の分類の領域別に認

知領域14件、精神運動領域 5 件、情意領域 3 件、その他 4 件に分類した。

《結論》日本における作業療法教育の現状や今後の課題として、作業療法教育研究のエビデンス構築や国際的な視点

を含めた教育に関する更なる研究知見を探索する必要性が示唆された。

キーワード：作業療法教育、教育研究、スコーピングレビュー

Ⅰ．はじめに

世界作業療法連盟は、作業療法士教育の最低基準に

おける教育の目的として、「既存の教育プログラムの

継続的な質の発展を推進すること」としており1）、現

在の教育手法を評価し、研究成果やエビンデンスの構

築が必要となる。そのため、作業療法養成校（以下、

養成校）における教育の質を担保するには、これらの

研究知見を活用し、作業療法教育の質を担保すること

が求められている。日本の作業療法教育は、2018年に

理学療法士作業療法士学校養成施設指定規則および指

導ガイドラインが改正された。2019年には作業療法教

育ガイドラインが策定され、作業療法教育の指針が作

成された。これらの背景には、高齢化に伴う医療需要

増加、地域包括ケアシステムに対応するため、作業療

法士は社会の変化や要請に対して、作業療法の支援や

サービス提供体制構築が必要となった。そのため作業

療法教育は、最新の教育手法を活用し、知識および技

能、態度の育成に務めることとしている1）。

現在、養成校の 7 割が 4 年制教育となっていること

から教育にかける時間は増加し、また必要単位数や臨

床実習に関わる単位数も増加し、多様化する作業療法

のニーズと実践の変化、教員が備えるべき要件などが

挙げられている2-3）。しかし、養成校でできる教育に

関わる時間には限りがあり、臨床実習を含めた卒前か

ら卒後まで連続性を持った教育方法の検討が必要であ

る。

先行研究では、古田ら4）は1983年から2009年までの

作業療法教育に関する文献研究を行い、教育方法に関

する研究知見が乏しいと指摘されており、作業療法教

育における研究知見の蓄積が望まれる。また、近年の

文献において、作業療法教育を網羅的に把握した研究

は少ない。そこで日本の養成校における作業療法教育

の現状を網羅的に調査し、今後の作業療法教育の研究

の課題や将来の研究を特定することとした。

ひろせりほ　：目白大学　保健医療学部　作業療法学科
せいだなおき：目白大学　保健医療学部　作業療法学科
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Ⅱ．目的

日本における養成校の教育に関わる文献を網羅的に

調査し、作業療法教育における教育方法や内容に関す

る研究の現状と今後の研究課題について明らかにする

こととした。

なお本研究では、養成校の教育に焦点を当てた研究

であるため、養成校における教育課程及び養成校教育

として各校が実施した教育に関する研究とした。

Ⅲ．方法

1 ．‌�研究デザイン

本研究は、スコーピングレビューのガイドラインの

PRISMA Extension for Scoping Reviews （PRIS-

MA-ScR）に基づき実施した5）。

2 ．‌�対象文献の選定

本研究におけるスコーピングレビューは、既存の文

献から網羅的にレビューをし、研究のギャップを特定

するために用いられた。データ収集は、2021年 6 月に

検索データベース、医学中央雑誌 web、メディカル

オンラインの 2 つを使用し、ハンドサーチも合わせて

検索を行った。ハンドサーチは、作業療法教育に関わ

る作業療法教育研究から行った。

文献の対象期間は、2012年から2021年とした。検索

における選抜として、会議録、解説、報告、総説の除

外、全文の確認ができる文献とした。会議録、解説、

報告、総説を除外に関しては、本研究は、教授法に関

わる研究であるため、文献の質を一定に担保できるも

のとして、これらを除外することとした。

検索式は、「作業療法」AND「教育」AND「学生」

AND「学校」とした。なお検索式の作成及び検索方

法に関しては、目白大学岩槻図書館の司書による助言

の基で実施された。

3 ．‌�適格基準と除外基準

適格基準は、研究対象者が専門学生、大学生、大学

院生を含む作業療法学生であるもの、教授法や授業形

態について明確に記載されているもの、査読付きの研

究論文とし、量的研究及び質的研究を含めることとし

た。

除外基準は、授業内容が不明確なもの（例：「講義」

としか記載のないもの）、臨床実習との関連のみ取り

扱った文献は除外した。

4 ．‌�文献選定の手順

最終的な文献数に至るまで PRISMA フローチャー

トを用いて、系統的にレビューを行った6）。

まずデータベースから特定された文献の重複を削除

し、一次スクリーニングとして、題目と要旨から適格

基準を満たしている文献を抽出した。二次スクリーニ

ングでは、全文取得可能な文献の本文を適格基準と除

外基準を用いて分析対象となる文献を抽出した。一次

スクリーニングと二次スクリーニングの検索は、研究

図 1　PRISMAフローチャートに基づく文献採用に至るまでの過程
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代表者（廣瀬）、第 2 研究者（清田）の 2 名が独立し

て行い、適格性における文献の選択について意見の相

違があった場合は、協議し適格性を判断した。

5 ．‌�データ抽出と分類

文献の全文レビューとデータ抽出は2021年 6 月から

2022年 7 月にかけて行った。Microsoft Excel を用い

て、著者、発表年、研究対象者、研究デザイン、教授

法を抽出し、整理をした。

教授法は、作業療法教育ガイドラインの作業療法教

育に適した教授方法、Bloom の分類で認知領域・精

神運動領域・情意領域とその他の領域の 4 つに分類し

た2, 7）。その他は、認知領域、精神運動領域、情意領

域に該当するもの以外としているが、作業療法教育に

関わる教授法として判断されるものは、その他とし

た。なお、分類にあたり教授方法や教授された内容も

教授法としてこれらの 4 領域に分類することとした。

分類方法は、文献中に記載されている教授法を、研

究代表者と第 2 研究者が独立して抽出し、分類をし

た。分類に相違があった場合は、協議をし、判断し

た。また、同一の文献から複数の領域及び同一領域に

複数該当する場合は、分類に含めることとした。

Ⅳ．結果

検索は2021年 6 月に開始し、 2 つの検索データベー

スとハンドサーチから特定された文献数は407件であ

り、重複が除外され、356件であった。解説、会議録、

報告、総説の除外後91件であった。選抜された文献の

うち、全文の取得ができなかった43件を除外し、適格

性が評価された文献数が48件であった。そのうち33件

は適格基準に基づき除外され、最終的に選定された文

献数は15件となった（図 1 ）。検索データベースの最

終検索日は、2021年 8 月 5 日であった。

選定された文献を、著者、発表年、研究対象者、研

究デザイン、教授法について集約した（表 1 ）。以下、

抽出されたデータについて示す。

1 ．‌�研究対象者

研究対象者は作業療法学生のみを対象としたものは

14件（ 4 年制課程：n＝ 6 、 3 年制課程：n＝ 8 ）、医

療系大学生として作業療法学生が含まれているものが

1 件であった。

2 ．‌�研究デザイン

研究デザインは、調査研究（n＝12）、観察研究（n

＝ 1 ）、質的研究（n＝ 2 ）であった。

3 ．‌�作業療法教育における教授法

認知領域は、知的能力頭脳として知識・理解力、解

決力・判断力、問題解決能力が含まれる2）。この領域

は14件あり、講義（n＝ 5 ）、問題基盤型教育（Prob-

lem-Based Learning：以下、PBL）（n＝ 4 ）、協同学

習（n＝ 5 ）であった。

精神運動領域には、操作的能力・手＝技能として面

接・観察、検査・測定、作業技術・治療技術が含まれ

る2）。この領域は 5 件であり、教授内容としては臨床

実習を含んだ演習授業形態（n＝ 3 ）、生活行為向上

マネジメント（Management Tool for Daily Life Per-

formance：以下、MTDLP）を用いた学習（n＝ 2 ）

であった。

情意領域には、人間性・心として態度、習慣が含ま

れている2）。この領域は 3 件であり、主な指導方法は

臨床実習の経験（n＝ 2 ）、OSCE（n＝ 1 ）であった。

その他は、 4 件あり、学生生活自己管理プログラム

（n＝ 1 ）、公開フィードバック（n＝ 1 ）、英語学習

（n＝ 1 ）、自己管理能力（n＝ 1 ）であった。

Ⅴ．考察

1 ．‌�研究対象者

本研究の対象となった文献は、半数以上は 3 年制課

程の学生を対象とした研究であった。養成校の多くは

4 年制へと移行しているため、 3 年制課程教育におけ

る教育の課題や履修年限における教育の質を高めるた

めの研究が行われていることが考えられる。

2 ．‌�研究デザイン

研究デザインは、学生によるアンケート調査が多く

を占め、介入研究は抽出されなかった。介入研究が少

ない要因として、養成校の教員が研究者となり、倫理

的な問題が生じる可能性や、年度ごとに授業のカリ

キュラム変更などにより、内容が異なる可能性も考え

られ、比較・対照が難しくなることが考えられる。

3 ．‌�作業療法教育における教授法

（1）認知領域

教授法は、認知領域に関する文献が他の領域に比べ
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て多くを占めていた。作業療法教育における知識の獲

得を目指した講義の内容に対し、主体的に取り組むよ

うにグループワークや、PBL を取り入れた教授法に

関する研究が含まれていた。PBL は、1960年代に

McMaster 大学の医学教育に導入された教育方法であ

り、従来の講義中心の方法論ではなく、学生中心の学

習を導入した教育方法である8）。また PBL は、医療

関連分野教育における PBL の重要性やその効果が研

究により示されている9）。本研究により近年の日本で

も PBL を用いた教育研究も行われているが、PBL の

教授法が用いられた研究の多くは、調査研究や質的研

究であり、諸外国では医学部の学生を対象にしたシス

テマティックレビューやメタアナリスなど PBL に関

する研究やエビデンスが蓄積されている10-11）。今後は

日本の作業療法教育における PBL あるいはその他の

認知領域に関する教授法のエビデンスの蓄積が必要で

あると考えられる。

（2）精神運動領域

精神運動領域は、認知症教育、ID ストレッチング、

コミュニケーション技術、MTDLP における評価技術

に関する文献が抽出された。精神運動領域は、認知領

域の研究に比べると比較的少ない結果となった。

精神運動領域は、技術の修得を目標としており、実

技のみならず、コミュニケーションや評価表の使用方

法の修得も含め、その後の臨床実習に活用出来るもの

としているため2）、いずれの研究も臨床実習を主な教

授法として用いたものではなかった。エビデンス構築

には、精神運動領域の教授法による評価が必要となる

と考えらえるが、作業療法教育では、Object ive 

Structured Clinical Examination（以下、OSCE）が

客観的な評価として用いられる2）。本研究により抽出

された文献は、授業や演習前後に調査されたものであ

り、効果判定は各教員の判断に委ねられており、客観

的な判断が行いにくいことが影響していると考えられ

る。近年では、MTDLP を用いて学内教員による評価

のみならず、学外の臨床教育者による講義・評価を通

じた教育へ参加する取り組みもあり12）、今後は教員だ

けではなく、臨床教育者と共通した教育評価指標の開

発などの更なる研究が必要と考えられる。

（3）情意領域

情意領域は、作業療法学科と理学療法学科の学生の

認知症の人に対する肯定的態度に関する調査、専門職

連携教育であった。

情意領域は、作業療法学生の質の変容やゆとり教育

の背景により、作業療法教育の課題として取り上げら

れている13）。今回、情意領域における研究では、情意

領域のみに焦点をおいた研究は選定されず、情意領域

と他の領域が含まれた研究が挙げられた。作業療法学

生は、フィールドワークや当事者との交流を図ること

で、学生の理解が深まると同時に態度やコミュニケー

ション力など知識・技術・態度の 3 領域の互いの影響

を統合・向上する研究が行われていることが示唆され

た。鈴木ら14）は、複数学科の混合チームでの取り組み

や臨床現場の専門職へのインタビューや事例検討など

の参加を通して能力を高めていく必要があるとしてい

る。これらから情意領域のみに焦点を当てた教授法よ

り、複数領域を鑑みた臨床現場における教授法の有用

性を示唆しており、作業療法教育では、このような研

究が行われている可能性がある。

また、基礎科目であっても PBL を組み合わせるこ

とで、初年度からのコミュニケーション力や問題解決

思考を持った学びと実践により、作業療法卒前教育の

到達目標である「自ら学ぶ力を育て、作業療法の基本

的な知識と技能を修得する」ことに繋がるのではない

かと思われる2）。教育方法には主体的な学びやアク

ティブラーニングなどの最適な教授法を検討し、社会

のニーズに答えられる作業療法士の育成のため、養成

校の教員は、様々なツールを活用し、地域とのつなが

りを持ち、講義の一環に組み込むことが必要とされ

る。

（4）その他

今回、教授法のその他に分類された学生生活自己管

理プログラムや公開フィードバック、英語学習、自己

管理能力は、教育支援プログラムにおいて、学生生活

の主体性や作業療法教育における幅広い教養に立脚し

た研究であった。作業療法学生の職業的アイデンティ

ティを育むには、学習環境を整えていくことが重要で

あるとされており15）、作業療法教育に関わる学習環境

や手段に対しての実践や、研究の必要性が示唆され

た。

4 ．‌�日本における作業療法教育研究の今後の課題

作業療法教育として、養成校内における授業に対す

る工夫と、臨床実習との関連性や臨床現場で用いる

MTDLP を用いた授業など、卒前と卒後教育の関連性

があるものが抽出された。また、作業療法教育におけ
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る認知領域の多くは PBL を用いた教授法が抽出され、

その教育効果は問題解決能力や自己学習能力、学生の

満足度に一定の効果を示すものが増えてきているもの

の、作業療法学生を対象とした研究やエビデンスレベ

ルの高い研究は少ないのが現状である16）。また本研究

により、精神運動領域及び情意領域の研究の必要性も

示唆された。今後は、教授法のみならず、教育評価指

標の開発など作業療法学生を対象とした更なる研究が

必要であり、本研究の結果から課題が明らかになっ

た。また、作業療法救育研究による知識の蓄積や効果

的な教育の活用に関する研究の必要性が示唆され、作

業療法教育における教授法や教育効果を検証するため

には、本研究の結果を活用することで、教育方法や研

究に貢献できると考えられる。

Ⅵ．研究の限界

本研究は、日本における文献研究であり国際的な研

究論文は含めなかったため、文献を全て網羅したとは

いえない。そのため、今後は教育研究における日本の

文献のみならず、国際的な文献を含めた知見を探索す

る必要がある。また本研究は、教育効果に焦点を当て

た研究ではないため、教授法による効果は十分に検討

されなかった。

Ⅶ．結論

本研究では、日本における養成校の教育研究の現状

のスコーピングレビューを実施した。その結果、日本

における作業療法教育の現状や今後の課題として、認

知領域、精神運動領域、情意領域に関連した作業療法

教育の実践と研究の必要性について示唆された。ま

た、本研究により改めて日本における作業療法教育の

エビデンス構築の必要性や国際的な視点を含めた教育

に関する更なる研究知見を探索し、研究を実施するこ

とが課題である。

Ⅷ．利益相反

本論文に関して、開示すべき利益相反状態はない。
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Current education methods in occupational therapy training schools:  
a scoping review

Riho HIROSE, Naoki SEIDA

【Abstract】

Objectives: To conduct a scoping review of occupational therapy education methods in Japan, and to examine the 

current status and future issues connected with education research at occupational therapy training schools 

and future research issues.

Methods: The study was conducted based on the PRISMA Extension for Scoping Reviews guidelines for scoping 

reviews, and relevant literature published from 2012 to 2021.

Results: After a search of the relevant literature, 15 articles were selected for the scoping review. The selected ar-

ticles included seven 4-year and eight 3-year programs. The research designs included 12 survey studies, 1 

observational study, and 2 qualitative studies. Using Bloom’s taxonomy, teaching methods were categorized 

into 14 cognitive domains, 5 psychomotor domains, 3 affective domains, and 4 other domains.

Conclusions: This scoping review of occupational therapy education research in Japan and future issues suggest 

the need to build evidence for education research in occupational therapy and to seek further education re-

search results, including international perspectives.
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